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民間開放の基本的な考え方民間開放の基本的な考え方

厳しい行財政事情の下、諸課題に対応していくため、民間
事業者の創意と工夫を活用した効率化を推進

「規制改革・民間開放３か年計画（再改定）」を踏まえ検討

民間開放に向けて

民間開放に求められるもの

政府の重要統計は、
・議員定数等の法定人口の確定
・景気判断や年金等の給付額決定
・各種の政策判断
などに不可欠の指標等として広く活用

・正確性・信頼性等の品質の維持向上
・業務運営の一層の効率化
の両立

製表の民間開放に
求められるもの

基本認識
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業務の種類に応じた検討

調査票データの入力

民間事業者の能力等の検証を行った上で、各調査
の性格（規模、製表期間等）等に応じ、品質の維
持向上、効率化が図られることが見込まれるもの
から、民間開放を推進

※ 試行的な民間委託事業により検証（平成１８年度中に入
札し、１９年度前半までに結果を把握・分析）

民間開放については、以下のような検討事項等に
ついて更に精査（平成１９年６月末を目途に総務省統計
局としての考え方を整理）

・ 各種基準の企画等に、民間事業者はいかに参画し得るか。その場
合に、結果の正確性等への責任をいかにして果たすか
・ 審査に民間事業者はいかに参画し得るか。その場合、民間事業者
の履行状況をどのように確認すべきか、また、結果の正確性等への
責任をいかにして果たすか 等

計画・調整

管理・企画
各種基準の企画・作成等

品質管理等

人材育成等

業務の種類に応じた検討等業務の内容

結果表の審査

符号格付

民間開放を推進

※ データ入力（既に民間委託）に加え、平成１９年度に実
施する大規模周期調査（就業構造基本調査、全国物価統計
調査）の受付・整理も併せて民間委託

調査票の受付・整理

調査票の
受付・入力

データチェック審査
審査
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今後のスケジュール
１９年度前半 １９年度後半１８年度後半

委託
事業

実証的な検証

国勢調査の抽出詳細
集計の一部を委託 入札 最終報告

○統計センター業務の全般的な検討
○統計作成の中長期的な効率化方策

見直し
措置

組織・業務の見直し

中間報告

見直しに
資するよう、
民間開放の
考え方を
整理

見直し勧告

(政策評価・独立行政法人評価委員会)

個別独立行政法人の見直し
当初案（主務大臣）

検証結果も
踏まえて、
必要に応じ
左記考え方
を修正

見直し当初案
をベースにし
た個別の議論

組織・業務
見直しの
具体化

(民間開放
の推進を
含む)

○有識者の意見聴取
○民間事業者のヒアリング

幅広い検討
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（参考）実証的な検証（案）
＜対象＞
平成17年国勢調査の抽出詳細集計の一部を委託（２～３県分約10～15万件を予定 ※）

＜業務内容＞
産業小分類（228区分）及び職業小分類（274区分）の符号格付

H19.8～H19.1H18.11 H18.12 H19.2 H19.3 H19.4 H19.5 H19.6 H19.7

入
札
公
告
開
始

業
者
決
定

入札準備（仕様書作成等）

・具体的業務プロセスの検討
・民間事業者からヒアリング
・民間事業者の状況を踏まえ
た詳細な仕様の作成 等

受託者の
準備期間
（人材確保、
研修等）

中間報告 最終報告

委託事業 納品

＜スケジュールの概要＞

検
証

・

分
析
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※ 抽出詳細集計は第３次基本集計が終了した都道府県から順次実施することとしており、当該検証は、平成18年度の段階で
３次基本集計が完了する予定の都道府県を対象としている。




